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が、本年度も、教職を目指す学生の約 4 割、38 名が
この実習に応募した。
　実習協力校も、14 年度 8校（試行）、15 年度 11 校、
16 年度 20 校と増加した。16 年度の実習協力校の内訳
は、伊都地方 9 校（かつらぎ町 5、九度山町 2、高野























































































































































































































る。なお、2 年生でこの実習に参加した学生は 4 年
生でも参加できるが、しなくてもよい。
・ 大学実習担当者と実習協力校のある教育委員会との
連携が非常に密接であり、教育委員会が、教育実習
中の「現地スタッフ」というような位置づけである。
・ 基本的には、ホームステイではなくて実習生の共同生
活による合宿型で実施している。公民館や公的施設を
教育委員会の斡旋の元で借受している場合が多い。
・ 実習生の授業においても、記録映像に残して編集・
保管されており、その事後の分析も進んでいた。
　本学は、半数以上がホームステイ形式で実施してい
ること、２週間の連続した期間で実施していること、
３年生に位置づけていること、地域連携のために現地
でのイベントを設けるなど、様々な点で独自性が強い
こともこれらの比較によって分かってきた。
　なお、その他大学の同様の取り組み事例を集めてみ
たが、すべて体験的活動の意味合いのものが多く、実
習として２週間もの期間を設けて実施している大学は
教育実習改革に関する研究概要と今後の課題
6
現時点で見出せていない。よって、本学の取り組み
は、全国的にみても特色・独自性の溢れる実習である
ことは明らかである。
　本学でのこの実習は、平成 18 年度で５年目を迎え
ることになるが、例年を継承する形で要項が確定して
おり、既に実行段階に入っている。現時点で、大規模
な改革はできないが、実質的に全県にまで拡大した実
習協力校の公募や、地域広報誌でのホームステイ先の
公募などシステマチックな体制に向けての基盤づくり
は始まっている。
４．体系化した教育実習カリキュラムの実施に向けて
　これまでの報告に続いて、本学で改革が進められて
いる体系的な４年間の教育実習カリキュラムについて
概要を述べておく。（※以下の記述は、一般的な教科
教育コースおよび教育科学コースの学生を対象に記
載。なお、ここでは養護学校実習、介護体験実習につ
いては記載していない。）
【４年間の体系化した教育実習カリキュラム】
《１年次》
教育実習入門Ⅰ（附属学校小・中学校で一日ずつ
授業観察をおこなう。授業者の視点に立った授業
記録の書き方を学び、分析的視点を育む。）
《２年次》
教育実習入門Ⅱ（本学周辺の公立・県立学校へ一
日体験実習を実施する。基本的には小・中学校そ
れぞれ半日から一日程度の体験実習を実施する。）
《３年次》
附属学校実習（従来の教育実習で４週間）
へき地・複式教育実習（希望者のみ２週間）
《４年次》
副免実習（教科教育コースの学生は附属学校また
は実習協力校。教育科学コースの学生は母校へ。）
応用実習（母校または、実習協力校等）
　上記下線部の教育実習入門Ⅰ・Ⅱは、平成 17 年度
より新設・試行を開始した実習で、入門Ⅰでは、附属
小・中学校の授業観察、入門Ⅱでは公立小中学校の一
日体験等を実施する。これは、「教育実習事前指導」
の一環として教員養成課程１、２回生全員に参加を義
務づけている。この実習の目的は以下の３点である。
・ 教育現場の現状を把握することで、教職への意欲・
意識を向上させる。
・授業者の視点に立って授業を分析する力を養う。
・ 附属学校教育実習（３年次）に備え、実習生として
あるべき資質を把握する。
　次に、下線部の「応用実習」は、教員養成における
「インターンシップ」のようなものである。特定の期
間ではなく、例えば週に１日学校へ出向き年間を通じ
て実習をするなど、柔軟に期間を設定し、30 時間を
越えた時点で１単位を認定する。いわゆる、教育ボラ
ンティア・学校ボランティアの延長線上にあるイメー
ジであるが、ボランティアと異なるのは、指導教官や
評価を加えた点である。
　なお、実習校は、教育実習委員会が斡旋する実習協
力校、学生の母校（校種問わず）、学生が個人的つな
がりで許可をいただいた学校から選択する。
　また、全体としてこのように実習の機会を増やすだ
けではなく、実習事前・事後指導の改善にも取り組ん
でおり、授業記録・分析方法の指導、指導案の作成方
法や模擬授業の実施等を課すようにした。非教員養成
課程（B 課程）の教育実習に関しても、附属学校観察
実習を実施したり、事前指導として模擬授業を課すな
ど、改善に努めている。
　この４年間の体系的な教育実習カリキュラムの本格
実施は本年度からとなるために、改革の成果や評価・
課題については現時点ではまだ示すことができない。
しかし、本論で述べてきたように、初任者教員の抱え
る諸々の問題に対抗できる実践的力量を備えた人材育
成のために、教育実習の果たす役割をどのように位置
づけるか、また教員養成大学として教育実習における
大学教員の役割をどのように位置づけて展開するか、
地域の中の学校の役割や個々の子どもをより深く捉え
ることのできるへき地複式教育実習の位置づけなど、
教育実習全体に関わる議論はまだまだこれからであ
る。
５．おわりに
　教育実習改革研究プロジェクトでは本年度教員養成
GP による研究活動として上記の研究活動を行い、そ
れらの研究成果を「新任教員の職能成長と教員養成カ
リキュラム改革に関する調査研究（１）―新任教員の
仕事上の困難について―」、「教育実習と教員養成カリ
キュラム改革の最前線－島根・岡山・和歌山大からの
報告とシンポジウムの記録―」、「平成 17 年度へき地
複式教育実習報告書」にそれぞれ報告書としてまとめ
た。詳細はこれらを参考にしていただければ幸いであ
る。なお 18 年度は、教員養成・教育実習改革に関す
る研究に関しては本学部が 2年間にわたってとりくん
できた教育実習の体系化の取り組み、ならびに「へき
地複式教育実習」に関する『教育実習の手引書』の作
成、及び「初任者教員の職業的社会化に関するケース
スタディー研究」をすすめる予定である。
　　　　　　　　　　　　　　　
